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令和７年度 地域包括支援センター運営基本方針 

 

１地域共生社会に向けた包括的支援 

2040年に向かって更に高齢化が進み、認知症高齢者や独居・高齢者のみ世帯、

8050世帯、ダブルケアなど、複雑化・複合化した課題を抱える高齢者の増加が見

込まれる。そのため、本人のみならず世帯全体が抱える課題を把握し、総合的な

支援ができるよう、関係機関が連携して支援する体制整備が求められる。 

本市では、地域の多様な支援ニーズに対応するため、重層的支援体制整備事業

を推進し、相談者の属性に関わらず包括的に相談を受け、課題の把握及び早期の

制度やサービス利用に繋げている。 

地域共生社会の実現に向け、多職種が連携したチームによるアウトリーチを積

極的に行うとともに、地域を支える関係機関や地域住民との連携を推進し、社会

的孤立の発生・深刻化の防止を図る。 
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２ 基本的な運営方針 

⑴ 「公益性」「地域性」「協働性」の視点で運営を行う。 

⑵ 地域の高齢者の自立支援を図ることを念頭に、総合相談窓口としての機能

を発揮する。 

⑶ 関係機関と連携しながら地域における社会資源を相互につなげていく地域

のネットワーク構築機能を果たす。 

 

３ 基本業務 

⑴ 総合相談支援業務 

地域の高齢者に対して、どのような支援が必要かを把握し、地域におけ

る適切なサービス、機関又は制度の利用につなげるなどの支援を可能とす

るために、継続的・専門的な視点に基づく相談支援や地域の関係者とのネ

ットワーク構築、地域の高齢者の心身の状況等必要な実態把握等を行う。 

 

⑵ 権利擁護業務 

地域の関係機関との迅速かつ円滑な連携を図り、権利侵害行為の対象と

なっている、または対象になりやすい高齢者、あるいは自ら権利主張や権

利行使することができない状況にある高齢者に対して、権利侵害の予防や

対応、権利行使の支援を行う。 

 

⑶ 介護予防ケアマネジメント業務 

適切な介護予防ケアマネジメントの実施を通じて、高齢者の状態に応じ

たフレイル対策を含む健康づくりや介護予防の取組の支援を行う。 

 

⑷ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

高齢者が地域において安心して生活を継続するために適切な社会資源を

活用できるよう、包括的・継続的なケアマネジメントを実現するため、地

域のケアマネジャーに対する直接的・間接的な支援を行う。 

 

 ⑸ 地域ケア会議の開催 

高齢者支援の個別ケースについて検討を行う起点として、個別の地域ケ

ア会議を開催し、「個別課題の解決」、「地域包括支援ネットワークの構

築」、「地域課題の発見」を行い、インフォーマルサービスや地域の見守

りネットワークなどの地域で必要な資源の開発を行うとともに、介護保険

事業計画等の政策形成につなげる。 
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４ 重点取組事項 

⑴ 地域の高齢者の支援、実態把握 

ア 地域福祉組織等と連携したひとり暮らし高齢者への効果的・効率的な訪

問活動の実施。 

イ 個別ケースの地域ケア会議等を活用した適切な個別支援の実施 

ウ 地域福祉組織、民間事業者をはじめとする地域の様々なネットワークを

活用した実態把握、見守り活動の促進 

エ 上記活動において適切な支援につなげることのできた事例（地域の強み）

の収集及び分析等を通じた地域課題の抽出、整理 

 

⑵ 権利擁護に関する連携・支援 

ア 「高齢者虐待対応マニュアル」に基づく高齢者虐待や困難事例に関する緊

密な連携による対応 

イ 高齢者虐待等の早期発見、発生予防の取組 

ウ 地域の関係機関と連携した消費者被害等に関する迅速な情報共有の促進 

エ 成年後見制度をはじめ、高齢者の権利擁護に資する制度・事業の普及啓

発及び利用支援 

オ 身寄りのない人への権利擁護支援 

 

⑶ 介護予防の取組の推進 

ア 自立支援・重度化防止を目指し個別性を重視した適切な介護予防ケアマ

ネジメントの実施 

イ サービス事業者、保健・医療・福祉の関係機関等との連携によるケアマ

ネジメントの実施 

ウ 介護予防の普及啓発 

エ 介護予防が必要な対象者の早期発見、早期対応 

オ 介護予防ケアマネジメントの質の向上に向けた事例検討の定期的な実施 

及びリハビリテーション専門職の参加の推進 

   

⑷ 認知症の人やその家族等に対する支援体制の強化構築 

ア 認知症に関する知識及び認知症の人に関する理解の普及啓発などの様々

な機会を活用した、地域の関係機関・団体・企業等との連携促進 

イ 認知症初期集中支援チームとの協働による認知症の初期・初動支援の充

実に向けた取組など、早期発見・相談・支援をスムーズに実施できる仕組

みづくり 

ウ 行方不明の恐れがある高齢者の事前の相談による見守りネットワーク事
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業の紹介とサービス事業所、地域福祉組織、高齢者見守りネットワーク事

業の協力事業所、警察等との協働による見守り体制の構築、及び見守りツ

ールの普及・活用の推進 

 

⑸ 医療・介護をはじめとする多職種の地域ネットワークの充実・強化 

ア 日常生活圏域を標準とする地域ケア会議等における、地域の医療・介護・

福祉等多職種の関係機関との連携体制の構築に基づく、地域課題の検討・

対応 

イ 地域包括支援センター運営協議会(松江市社会福祉審議会高齢者福祉専

門分科会)での情報共有・地域課題の検討・対応 

ウ 「在宅医療・介護連携推進」「生活支援体制整備」「認知症施策推進」等

において構築する専門職による分野別会議やネットワークとの相互の情報

共有・連携による地域課題の検討・対応 

 

⑹ 地域における生活支援体制整備に向けた資源の把握・情報共有等サービス

創出に向けた関係機関との協働 

ア 生活支援コーディネーターが担う地域の資源把握、分析等の活動に対す

る支援・協力 

イ 地域支え合い協議体への参画等を通じた、介護予防・生活支援サービス

創出に向けた情報共有、具体的なサービス創出にかかる検討 

 

５ 留意事項 

⑴ 事業計画の策定 

運営方針や前年度の活動内容を踏まえ、担当圏域の地域事情に応じた事

業計画を策定するとともに、事業計画を踏まえた活動を遂行すること。 

 

⑵ 市との連携 

相談内容、高齢者を取り巻く状況、地域で抱える課題が多様化、複雑化

してきていることから、課題の解決にあたっては、市と互いに密な連携を

図り活動を遂行すること。 

 

⑶ 公正・中立性の確保 

運営費用が、市民の介護保険料や国・地方公共団体の公費によってまか

なわれていることから、高齢者福祉行政の一翼を担う「公的な機関」とし

て、高度な公正性・中立性を確保した事業運営を行うこと。 
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⑷ 個人情報の取扱い 

地域包括支援センター職員は高齢者等の心身の状況や家庭の状況等、他

人が容易には知り得ないような個人情報を詳細に知り得る立場にあること

を念頭におき、その適正な取り扱いを図ること。 

 

 ⑸ 感染症への対応 

各事業の実施にあたっては、新型コロナウイルス感染症 (covid-19) や

インフルエンザ等の感染防止対策を徹底すること。また、新興感染症の発

生及びまん延時には、市と連携しながら、状況に応じ、柔軟な対応を行う

こと。 

 

 ⑹ 災害対応 

災害発生時に、利用者に必要なサービスが継続的に提供されるよう、平

時より市、保健所、介護保険サービス事業所等と連携しながら、業務継続

に向けた取り組みを行うこと。また、災害が発生した場合には市、地域住

民、関係機関と連携し、安否確認等の業務に協力すること。 


